
①

②

③

【共通（写）】 【納税証明書（写）】

【共通】 （法人）

（個人）

様式１
受付番号 5 0 0

新規 継続 ○

建設工事入札資格審査申請書

令和 4 年 月 日

令和４年度守山市発注にかかる建設工事の入札参加申請書の書類を提出します。

なお、この書類の記載事項および添付書類は、事実と相違ないことを誓約します。

守山市長　様

④ 申 請 者

（ふりがな） しがけんけんせつ

商号又は名称 滋賀県建設株式会社

（ふりがな） だいひょうとりしまりやく （ふりがな） しが たろう

実印
役職名 代表取締役 代表者氏名 滋賀 太郎

主たる営業所の
所 在 地

都道府県名 本店所在地 1

滋賀県 大津市京町四丁目１番１号

郵便番号 5 2 0 － 8 5 7 7 法人・個人の区別 法人 〇 個人 営業年数 60 年

電話番号 0 7 7 － 5 2 8 － 3 9 9 3 FAX番号 0 7 7 － 5 2 8 － 9 3 3 9

⑤ 支店または営業所等

支店・営業所等の名称 滋賀県建設株式会社　守山営業所

代 表 者 役 職 名 所長 代 表 者 氏 名 守山　一郎

郵 便 番 号 5 2 4 － 8 5 8 5

住 所 滋賀県守山市吉身二丁目５番22号

電 話 番 号 0 7 7 － 5 8 3 － 2 5 2 5 Ｆ Ａ Ｘ 番 号 0 7 7 1

⑥ 経営事項審査基準日 令和 3 年 6 月 30

－ 5

令和 3 年 11

1 18 3 － 1

月 24 日

作成者提出書類確認欄

登記事項証明書（履歴事項全部証明書） （本） （営）

日 ⑦ 経営事項審査結果通知日

様式１ 身元証明書 国税

様式２ 建設業許可証明（確認）書 都道府県税

様式３ 3-1 3-2 経審通知書 市町村税

ｴｺｱｸｼｮﾝ21認証・登録証 国税

様式４ ISO認証取得証明書

様式６ 監理技術者資格証 都道府県税

様式５

受付者印

様式７ 監理技術者講習終了証 市町村税

様式８ 印鑑証明書

様式９ 建設業退職金共済制度加入証明書 返信用封筒

様式10

様式11



⑫ 【作成者】

２

その他

技術職員数（記入不要）

二級

月 1平成

その他

商号又は名称 滋賀県建設株式会社

一般：１

特定：２ １

監 その他一級 二級

入札参加を希望する建
設 工 事 の 種 類 01 02 13

一級 二級

２

絶 通

１

筋 しゅほ

２

板

26 27 29

具 水 消 解

25 28

清

20

第 〇〇〇〇

21 22 23 24

園 井機

様式２

01 02 03許可業種

⑧ 建設業の許可業種

号

11

一般 大臣

総 合 評 定 値 （ Ｐ ） 1000

許 可 年 月 日

２
新 規 ・ 継 続 区 分

（新規：１・継続：２）

２

大臣

〇

土木一式工事

知事

建築一式工事

知事

２

土 電

⑨ 入札参加希望業種

建設業の許可区分・許可
番 号

06

〇〇〇〇

特定

〇

管 鋼

07 10

２年 又 は ３年平 均 完 成 工 事 高

建 大 左

第

と 防 内

16 19

第１希望

08 0904 05

千円

29

２ １

1 日

1200

年日年

号

〇 〇〇

第 〇〇〇〇 号

11

石 屋 タ

特定 一般

１

ガ 塗

特定 一般

第３希望第２希望

舗装工事

1,000,000
950

〇

1 日月

① 月 ③

平成 29 年

大臣 知事

ISO14001 ま た は ｴ ｺ ｱ ｸ ｼ ｮ ﾝ 21 の 取 得

ISO9001の取得

入 札 参 加 （ 指 名 ） 停 止 措 置 状 況

千円

11 月平成 29

13 181211 14 15 17

１

②

2,000,000千円

監

1,000,000
監 一級

氏　名

合計月

⑪ その他

連絡先

滋賀　大造

077-528-3993

総務部営業課

⑩ 主観点評価項目

月 月

１

所属等



様式３－１

会社名

代表者職氏名

㊞

　 工事

監理 １級 その他 監理 １級 ２級 その他 計

　 　

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

記載要領

1

2

3

4

5

「資格者証交付番号」の欄は、法第27条の18第１項の規定により、監理技術者資格者証の交付を受けてお
り、かつ、法第26条の４から第26条の６までの規定により国土交通大臣の登録を受けた講習を受講した者
についてのみ、「指」に○をし、その交付番号を記入すること。

太線枠の部分は、記入しないこと。

この名簿は、建設業法（以下「法」という。）第７条第２号イ、ロもしくはハまたは法第15条第２号イも
しくはハに該当する者全員について作成すること。

「技術職員区分」の欄には、別表２の分類に従い１級技術者については１を、２級技術者については２
を、その他の技術者については３をそれぞれ○で囲むこと。

「有資格区分」の欄には、技術職員区分に対応する法第７条第２号イ、ロもしくはハまたは法第15条第２
号イもしくはハ（法第７条第２号ハ該当または法第15条第２号イ該当については、当該技術者の有する資
格等の区分）について別表１の分類に従い、該当するコードを記入すること。

　     .  .  . 1.2.3

 

　

　     .  .  . 1.2.3

　     .  .  . 1.2.3

　

　

　     .  .  . 1.2.3

　     .  .  . 1.2.3

　

　

　     .  .  . 1.2.3

　     .  .  . 1.2.3

　

　

　     .  .  . 1.2.3

　     .  .  . 1.2.3

　

　

　     .  .  . 1.2.3

　     .  .  . 1.2.3

　

　

　     .  .  . 1.2.3

　     .  .  . 1.2.3

　

　

　     .  .  . 1.2.3

　

　　     .  .  . 1.2.3

　     .  .  . 1.2.3 　

　

    .  .  . 1.2.3 　 　

指名希望
建設工事 職名

資格者証交
付番号

採用年月日 現    住    所
専任技術
者 確 認

　     .  .  . 1.2.3

有資
格区
分

　  

氏   名 生 年 月 日
技術職
員区分

　     .  .  . 1.2.3

２級 計 監理 １級 ２級 その他

工事 　　 工事 　

　 　

計

　 　

代表権を有する役員または事業主

上記以外の技術職員 　

　

計

会社全
体の計

左のうち権限委任する
営業所に属する職員数

技 術 職 員 名 簿 主たる営業所（本社・本店）

経営事項審査申請時に提出された技術職員名簿の写し（受付印の押印があるもの）を

提出いただいても結構です。 

ただし、委任先の支店・営業所等に配属されている職員が分かるように明示してくださ

い。 



様式３－２

会社名

代表者職氏名

㊞

　 工事

監理 １級 その他 監理 １級 ２級 その他 計

　 　

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

指

記載要領

1

2

3

4

5 太線枠の部分は、記入しないこと。

「資格者証交付番号」の欄は、法第27条の18第１項の規定により、監理技術者資格者証の交付を受けてお
り、かつ、法第26条の４から第26条の６までの規定により国土交通大臣の登録を受けた講習を受講した者
についてのみ、「指」に○をし、その交付番号を記入すること。
　守山市内の営業所等に所属する監理技術者については、監理技術者資格者証の表裏両面の写しおよび監
理技術者講習修了証の写しを添付すること。

「技術職員区分」の欄には、別表２の分類に従い１級技術者については１を、２級技術者については２
を、その他の技術者については３をそれぞれ○で囲むこと。

「有資格区分」の欄には、技術職員区分に対応する法第７条第２号イ、ロもしくはハまたは法第15条第２
号イもしくはハ（法第７条第２号ハ該当または法第15条第２号イ該当については、当該技術者の有する資
格等の区分）について別表１の分類に従い、該当するコードを記入すること。

この名簿は、建設業法（以下「法」という。」第７条２号イ、ロもしくはハまたは法第15条第２号イもし
くはハに該当する者全員について作成すること。

　    .  .  .

 　

　

    .  .  . 1.2.3

1.2.3

　

　    .  .  . 1.2.3

　

　

    .  .  . 1.2.3

　

　    .  .  . 1.2.3

　

　

    .  .  . 1.2.3

　

　    .  .  . 1.2.3

　

　

    .  .  . 1.2.3

　

　    .  .  . 1.2.3

　

　

    .  .  . 1.2.3

　

　    .  .  . 1.2.3

　

　

    .  .  . 1.2.3

　

　    .  .  .　

    .  .  .　 1.2.3

1.2.3

1.2.3 　　     .  .  .

1.2.3    .  .  .

　

　

1.2.3

　

    .  .  .

　　     .  .  .

  

職名

　 

氏   名

1.2.3      .  .  .

1.2.3

　

専任技術
者 確 認

指名希望
建設工事生 年 月 日

技術職
員区分

有資
格区
分

資格者証交
付番号

採用年月日 現    住    所

その他 計

　

計 監理

　

　

　 工事

１級 ２級

計 　 　

２級

　 工事

代表権を有する役員または事業主

上記以外の技術職員

　

　

左のうち権限委任する
営業所に属する職員数

会社全
体の計

技 術 職 員 名 簿 （支店・営業所）



様式４

下記のとおり、実務の経験を有することに相違ないことを誓約します。

令和 4 年 月 　 日

（技術者の）

㊞

(生年月日 年 月 日）
(採用年月日 年 月 日）

記

　　建 設 工 事 の 種 類

工事

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

年 月 年 月 まで

満 年 月

（記載要領）
1

2 「合計」欄には、現在までの全ての経験年数を記入すること。
3 法第７条第２号イに該当する者は、以下も記入すること。

科 年 月 日卒業

大学 学部 学科 年 月 日卒業

　備　考
1

　

法第７条第２号イまたはロに該当する者（その他の技術者）および資格コード
表（別表１）に年数が記載された資格者について作成すること。

合　　計

「実務経験の内容」欄には、最近のものから１年につき代表的な内容を１件記
入すること。

大 卒 者

高 卒 者 高等学校

から　

から　

から　

から　

から　

から　

から　

から　

から　

から　

　

から　

から　

から

から　

から　

雇用された事業所 職 名 実 務 経 験 の 内 容 実 務 経 験 年 数

から　

　

実 務 経 験 経 歴 書

住所

氏名

経営事項審査申請時に提出された実務経験経歴書（受付印の押印があるも

の）の写しを提出いただいても結構です。 



様式５

守山市長　様

上記の印鑑を使用するので、お届けします。

令和 年 月 日4

実印

取引に使用する商号（社）印 取引に使用する代表者（使用）印

使 用 印 鑑 届

商号印 使用印



様式６

令和 4 年 月 日

守山市長　様

私 （ 委任者 )

所在地

商号および名称

役職名

代表者氏名 印

は、

（ 受任者 ）

住所

支店・営業所の名称

受任者役職名

受任者氏名 印

を代理人と定め、下記事項の関する一切の権限を委任します。

記

委任事項

１．入札および見積に関する件
２．契約締結に関する件
３．入札保証金および契約保証金の納付および還付に関する件
４．請負代金等の請求および受領に関する件
５．復代理人の選任に関する件
６．その他契約に関する件

委任期間

令和 4 年 4 月 1 日 から 令和 5 年 3 月 31 日 まで

年　　間　　委　　任　　状

守山　一郎

代表取締役

滋賀 太郎

滋賀県守山市吉身二丁目５番22号

滋賀県 大津市京町四丁目１番１号

滋賀県建設株式会社

滋賀県建設株式会社　守山営業所

所長

本様式は参考様式ですので、他の様式で提出いただいても結構です。 
 

本様式は申請書（様式１）を入力いただけば、黄色の欄が自動的に作成されます。 



様式７ 　　　　　　　営　　業　　所　　一　　覧　　表
会社名（商号）

土 建 大 左官と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 浚 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

 

　　記載要領
１．本一覧表は、申請日現在で記入すること。
２．「営業所名称」欄には、本店、支店・営業所等の名称を記載すること。
３．「電話番号・ＦＡＸ番号」欄には、その番号を「－（ハイフン）」で区切り記載すること。
４．「建設業許可業種」の欄には、本店、支店・営業所等が受けている建設業許可業種について、該当する欄に○印を付すること。

建　設　業　許　可　業　種
番号 営業所名称 郵便番号 所　　在　　地 電話番号 ＦＡＸ番号

記載を要する営業所は、ア本店、イ申請書様式１（⑤）に記入した支店・営業所等、ウ守山市内

に有する支店・営業所等のみとします。 
 

本様式は、参考様式ですので、上記の内容が確認できれば他の様式で提出いただいても結構

です。 



様式８

位置図 　 外観写真 　 事務所内写真
(ｶﾗｰ) (ｶﾗｰ)

支 店 お よ び 営 業 所 の 状 況

委任権限の有無にかかわらず、守山市内に支店・営業所等を有する場合は作成が必要です。 



様式９

（あて先）

　　守山市長　　宮 本　和 宏　様

印

２．本誓約書および役職員名簿を滋賀県警察本部に提供することに同意すること。

３．上記１に該当した場合にあっては、守山市建設工事請負業者等受付名簿から抹消されること
に同意すること。

滋賀県大津市京町四丁目１番１号

滋賀県建設株式会社

代表取締役　滋賀　太郎

１．次のいずれかに該当する者ではないこと。
(ｱ) 役員等（競争入札に参加しようとする者が個人である場合にはその者を、法人である
場合にはその役員をいい、当該競争入札に参加しようとする者から県との取引上の一切の
権限を委任された代理人を含む。以下、「役員等」という。）が暴力団員による不当な行
為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以
下、「暴力団員」という。）であると認められる者

(ｲ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴
力団をいう。以下、「暴力団」という。）または暴力団員が経営に実質的に関与している
と認められる者

(ｳ) 役員等が、自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を
加える目的をもつて、暴力団または暴力団員を利用するなどしたと認められる者

(ｴ) 役員等が、暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するな
ど直接的または積極的に暴力団の維持または運営に協力し、または関与していると認めら
れる者

(ｵ) 役員等が、暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られる者

誓　　約　　書

令和４年　　月　　日

所 在 地 ：

商 号 ま た は 名 称 ：

代 表 者 職 氏 名 ：

　令和４年度建設工事入札参加資格申請に関し、守山市暴力団排除条例の趣旨にのっとり、以下に揚
げる項目について、事実と相違ないことを誓約します。



様式10

役　職　員　名　簿

所在地：

商号または名称：

連絡先：

（ﾌﾘｶﾞﾅ） （漢字表記） 元号 年 月 日

1 滋賀県建設㈱ 滋賀県大津市京町四丁目１番１号 代表取締役 ｼｶﾞ ﾀﾛｳ 滋賀　太郎 S 45 01 05 M

2 取締役 ｵｵﾂ ｻﾌﾞﾛｳ 大津　三郎 S 43 12 24 M

3 監査役 ｺﾅﾝ ｼﾞﾛｳ 湖南　次郎 S 47 06 22 M

4
滋賀県建設㈱
守山営業所

滋賀県守山市吉身二丁目５番22号 所長 ﾓﾘﾔﾏ ｲﾁﾛｳ 守山　一郎 S 44 10 01 M

5

6

7

8

9

10

※個人である場合にはその者、法人である場合には登記事項証明書（商業登記簿謄本）の「役員に関する事項」に記載のあるすべての者について記載してください。

なお、役員以外であっても、守山市との取引上の一切の権限を委任された代理人（支店長等）についても記載してください。

番号
法人名、商号、名称等

（法人・団体等のみ記載）
所　　在　　地

（個人の場合は、住所）

役 職 名
（法人・団体名等の

み記載）

氏　名 生年月日
性別 備考

滋賀県大津市京町四丁目１番１号

滋賀県建設株式会社

077-528-3993



様式11

商号または名称：

１　　資本関係に関する事項

２　　役員等の兼任の状況

役職 氏名 役職

取締役 滋賀太郎 代表取締役

　　該当なし

※ １　記入欄が足りないときは、適宜記入欄を追加してしてください。
２　「当社の役員等」欄には、代表取締役、取締役（社外取締役を含む）及び執行役（代表執行役
　　を含む）並びに会社更生又は民事再生の手続き中である会社の管財人を記載してください。
　　なお、監査役及び執行役員は、「当社の役員等」には該当しません。

資本関係・人的関係調書

　当社と他の守山市入札参加資格審査申請者（建設工事または測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等）

との資本関係及び役員等の兼任の状況は次のとおり相違ありません。

　　①会社法第２条第４号の規定による親会社

商号又は名称

○○株式会社

　　　該当なし

　　②会社法第２条第３号の規定による子会社

商号又は名称

□□株式会社

　　　該当なし

　　③　親会社を同じくする子会社同士の関係にある他の子会社

商号又は名称

　　　該当なし

当社の役員等 兼任先及び兼任先での役職

商号又は名称

◇◇株式会社

 

 

 

 



別表１ 　

ｺｰﾄﾞ 資格区分 １ 級 ２ 級 その他 ｺｰﾄﾞ 資格区分 １ 級 ２ 級 その他

001 法第７条第２号イ該当 ○ 274 冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（２級） １年 ○
002 法第７条第２号ロ該当 ○ 175 給排水衛生設備配管（１級） ○
003 法第15条第２号ハ該当（同号イと同等以上） ○ 275 　　　　〃　　　　（２級） １年 ○
004 法第15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上） ○ 176 配管・配管工（１級） ○
111 一級建設機械施工技士 ○ 276 　　　〃　　（２級） １年 ○
212 二　　　〃　　（第１種～第６種） ○ 177 タイル張り・タイル張り工（１級） ○
113 一級土木施工管理技士 ○ 277 　　　　　〃　　　　　　（２級） １年 ○
214 二　　　〃　　（土木） ○ 178 築炉・築炉工（１級）・れんが積み ○
215 二　　　〃　　（鋼構造物塗装） ○ 278 　　 〃 　　（２級）　 　 １年 ○
216 二　　　〃　　（薬液注入） ○ 179 ﾌﾞﾛｯｸ建築・ﾌﾞﾛｯｸ建築工（１級）ｺﾝｸﾘｰﾄ積みﾌﾞﾛｯｸ施工 ○
120 一級建築施工管理技士 ○ 279 　　　　　〃　　　　  （２級） １年 ○
221 二　　　〃　　（建築） ○ 180 石工・石材施工・石積み（１級） ○
222 二　　　〃　　（躯体） ○ 280 　　　　　〃　　　　　（２級） １年 ○
223 二　　　〃　　（仕上げ） ○ 181 鉄工・製罐（１級） ○
127 一級電気工事施工管理技士 ○ 281 　　〃　　（２級） １年 ○
228 二　　　〃　　 ○ 182 鉄筋組立て・鉄筋施工（１級） ○
129 一級管工事施工管理技士 ○ 282 　　　　　〃　　　　（２級） １年 ○
230 二　　　〃　　 ○ 183 工場板金（１級） ○
133 一級造園施工管理技士 ○ 283  　〃 　（２級）　　 １年 ○
234 二　　　〃　　 ○ 184 板金｢建築板金作業｣・建築板金・板金工｢建築板金作業」（１級） ○
137 一級建築士 ○ 284 　                   〃                          　（２級） １年 ○
238 二級　〃　　 ○ 　 185 板金・板金工・打出し板金（１級） ○
239 木造　〃　　 ○ 285 　　　　　〃　　　　　　（２級） １年 ○
141 建設・総合技術監理（建設） ○ 186 かわらぶき・スレート施工（１級） ○
142 建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」） ○ 286 　　　　　〃　　　　　　（２級） １年 ○
143 農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」） ○ 187 ガラス施工（１級） ○
144 電気・電子・総合技術監理（電気・電子） ○ 287 　　〃　　（２級） １年 ○
145 機械・総合技術監理（機械） ○ 188 塗装・木工塗装・木工塗装工（１級） ○

288 　　　　　　〃　　　　　　（２級） １年 ○
189 建築塗装・建築塗装工（１級） ○

147 上下水道・総合技術監理（上下水道） ○ 289 　　　　 〃 　　　　（２級） １年 ○
190 金属塗装・金属塗装工（１級） ○
290 　　　　 〃 　　　　（２級） １年 ○

149 水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」） ○ 191 噴霧塗装（１級） ○
150 林業「林業」・総合技術監理（林業「林業」） ○ 291 　 〃 　（２級） １年 ○
151 林業「森林土木」・総合技術監理（林業「森林土木」） ○ 167 路面表示施工 　 ○ 　
152 衛生工学・総合技術監理（衛生工学） ○ 192 畳製作・畳工（１級） ○
153 衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」） ○ 292 　　 〃 　　（２級）　 　 １年 ○

155 第一種電気工事士 ○  　 293 　　　　　　　〃　　　　　　　                       （２級）１年 ○
256 第二種　　〃 ３年 ○ 194 熱絶縁施工（１級） 　 ○
258 電気主任技術者（第１種～第３種） ５年 ○ 294 　　〃　　（２級） １年 ○
259 電気通信主任技術者 ５年 ○ 195 建具製作・建具工・木工・カーテンウォール施工・サッシ施工（１級） ○
265 給水装置工事主任技術者 １年 ○ 295 　                          　〃　　              　    （２級） １年 ○
168 甲種消防設備士 ○ 　 196 造園（１級） ○
169 乙種　　〃 ○ 296  〃 （２級） １年 ○
171 建築大工（１級） ○ 　 197 防水施工（１級） ○
271 　 〃 　（２級） １年 ○ 297 　 〃 　（２級） １年 ○
172 左官（１級） ○ 198 さく井（１級） ○
272  〃 （２級） １年 ○ 298 　〃　（２級） １年 ○
173 とび・とび工・型枠施工・ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送施工（１級） ○ 061 地すべり防止工事士 １年 ○
273 　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　（２級） １年 ○ 062 建築設備士 １年 ○
166 ウェルポイント施工（１級） ○ 063 一級計装士 １年 ○
266 　　　　〃　　　　（１級） １年 ○ 064 基幹技能者 ○
174 冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（１級） ○ 099 その他 ○

別表２ 　
法第15条第２号イに該当する者

法第７条第２号イ、ロもしくはハまたは法第15条第２号ハに該当する者で１級技術者及び２級技術者以外の者

職
業
能

力
開
発
促
進
法

１級技術者

２級技術者
法第27条第１項の技術検定その他の法令の規定による試験で、当該試験に合格することによって、ただちに法第７条第２号ハに該当することとなるものに合格した者、または他の法令の規定による免許もしくは免状
（以下｢免許等」という。）の交付で、当該免許等を受けることによってただちに同号ハに該当することとなるものを受けた者であって、１級技術者以外の者

その他の技術者

内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・床仕上げ施
工・表装・表具・表具工（１級）

○

電気工事
士法・電
気事業法
電気通信事業法

水道法

消防法

上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道
「上水道及び工業用水道」）

○

154
衛生工学「廃棄物処理」又は「汚物処理」・総合技術監理（衛生
工学「廃棄物処理」）

○

148

193

技 術 職 員 区 分 技 術 職 員 区 分

建
設
業
法

職
業
能
力
開
発
促
進
法

建築士法

技　
術　
士　
法

146
機械「流体機械」又は「暖冷房及び冷凍機械」・総合技術監理
（機械「流体機械」又は「暖冷房及び冷凍機械」）

○



別表３

【建設工事の種類コード表】

01 土木一式工事

02 建築一式工事

03 大工工事

04 左官工事

05 とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

06 石工事

07 屋根工事

08 電気工事

09 管工事

10 ﾀｲﾙ・ﾚﾝｶﾞ・ﾌﾞﾛｯｸ工事

11 鋼構造物工事

12 鉄筋工事

13 舗装工事

14 浚渫工事

15 板金工事

16 ガラス工事

17 塗装工事

18 防水工事

19 内装仕上工事

20 機械器具設置工事

21 熱絶縁工事

22 電気通信工事

23 造園工事

24 さく井工事

25 建具工事

26 水道施設工事

27 消防施設工事

28 清掃施設工事

29 解体工事


